
 

平成２７年５月１３日 

 

「サステナブル建築物等先導事業（省 CO2 先導型）」に関する総合的な評価を実施する

者、「サステナブル建築物等先導事業（省 CO2 先導型）」及び「既存建築物省エネ化推進

事業」に関する技術的な評価を実施する者、並びに「サステナブル建築物等先導事業（木

造先導型）」に関する評価を実施する者の審査結果について 

 

国土交通省住宅局住宅生産課 

 

 

 

次のとおり、「サステナブル建築物等先導事業（省CO2 先導型）」に関する総合的な評

価を実施する者、「サステナブル建築物等先導事業（省CO2 先導型）」及び「既存建築物

省エネ化推進事業」に関する技術的な評価を実施する者、並びに「サステナブル建築物等

先導事業（木造先導型）」に関する評価を実施する者を選定しましたので、報告します。 

 

 

＜募集期間＞ 

平成２７年４月２３日～平成２７年５月７日 

 

＜提案者及び評価結果＞ 

○サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）に関する総合的な評価を行う事業 

提案者：なし 

評 価：国立研究開発法人建築研究所を選定した。 

※国立研究開発法人建築研究所においては、サステナブル建築物等における

省CO2に関する先導的な技術開発、技術評価、研究等の十分な実績を有する

等、補助対象事業者の要件を全て満たしていると判断される。従って、当

該事業を行う者として、国立研究開発法人建築研究所を含め、最も適切な

者を特定することと定めている（公示文「２．補助対象事業者の要件」に

記載の通り）。 

 

 

○サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）に関する技術的な評価を行う事業 

提案者：１者（一般社団法人日本サステナブル建築協会） 

  評 価：別紙１の通り、一般社団法人日本サステナブル建築協会の企画提案書を特定

した。 

 

○サステナブル建築物等先導事業（木造先導型）に関する評価を行う事業 

提案者：１者（一般社団法人木を活かす建築推進協議会） 

  評 価：別紙２の通り、一般社団法人木を活かす建築推進協議会の企画提案書を特定

した。 

 

○既存建築物省エネ化推進事業に関する技術的な評価を行う事業 

提案者：１者（一般社団法人日本サステナブル建築協会） 

  評 価：別紙３の通り、一般社団法人日本サステナブル建築協会の企画提案書を特定

した。 



 

（別紙１） 

 

□サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）に関する技術的な評価を行う事業を実

施する者の審査結果について 

 

・公募期間：平成２７年４月２３日～平成２７年５月７日 

・説明書配布者：１者（一般社団法人日本サステナブル建築協会） 

・提案者：１者（一般社団法人日本サステナブル建築協会） 

・評価 

 

補助対象事業者の要件 評価結果 

（１）技術能力に関する要件 

住宅・建築物の性能及び性能向上に係る専門的・技術的な評価を行い得る

組織を備えた体制であり、住宅・建築物の性能及び性能向上に係る評価に

関する実績を有すること 

○ 

（２）公平性及び中立性に関する要件 

・業として、住宅・建築物を設計し若しくは販売し住宅・建築物の販売を

代理し若しくは媒介し、又は住宅・建築物の建設工事を請け負う者に支配

されていないこと 

・業務によって得た情報により新たな営利を得るものではないこと 

○ 

（３）守秘的に関する要件 

知り得た情報の秘密の保持を厳守すること。成果を活用したコンサルティ

ング業務を行わないこと 

○ 

（４）経理その他の事務に係る的確な管理体制及び処理能力に関する要件 

経理その他の事務について、的確な管理体制及び処理能力を有すること 
○ 

（５）評価を行う事業の運営に関する要件 

・互いの事務所や情報インフラを相互利用するなど評価事務局を共同で設

置すること。また、両者が連携して事業運営を確保・維持できる体制とす

ること 

・サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）に関する総合的な評

価、サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）に関する技術的な評

価を行う事業およびサステナブル建築物等先導事業（木造先導型）に関す

る評価を実施する者は連携して事業に取り組むこと 

○ 

 

※補助事業対象者に求められている（１）～（５）の要件については全て満たしており、

事業費についても妥当と判断される。そのため、一般社団法人日本サステナブル建築協

会の企画提案書を特定した。 
  



 

（別紙２） 

 

□サステナブル建築物等先導事業（木造先導型）に関する評価を行う事業を実施する者の

審査結果について 

 

・公募期間：平成２７年４月２３日～平成２７年５月７日 

・説明書配布者：１者（一般社団法人木を活かす建築推進協議会） 

・提案者：１者（一般社団法人木を活かす建築推進協議会） 

・評価 

 

補助対象事業者の要件 評価結果 

（１）技術能力に関する要件 

・建築物における木造化・木質化に係る専門的・技術的な評価を行い得る

組織を備えた体制であり、建築物の木造化・木質化を実現する事業計画に

係る評価に関する実績を有すること 

○ 

（２）公平性及び中立性に関する要件 

・業として、住宅・建築物を設計し若しくは販売し住宅・建築物の販売を

代理し若しくは媒介し、又は住宅・建築物の建設工事を請け負う者に支配

されていないこと 

・業務によって得た情報により新たな営利を得るものではないこと 

○ 

（３）守秘的に関する要件 

知り得た情報の秘密の保持を厳守すること。成果を活用したコンサルティ

ング業務を行わないこと 

○ 

（４）経理その他の事務に係る的確な管理体制及び処理能力に関する要件 

経理その他の事務について、的確な管理体制及び処理能力を有すること 
○ 

（５）評価を行う事業の運営に関する要件 

・サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）に関する総合的な評

価、サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）に関する技術的な評

価を行う事業およびサステナブル建築物等先導事業（木造先導型）に関す

る評価を実施する者は連携して事業に取り組むこと 

○ 

 

※補助事業対象者に求められている（１）～（５）の要件については全て満たしており、

事業費についても妥当と判断される。そのため、一般社団法人木を活かす建築推進協議

会の企画提案書を特定した。 
 

  



 

（別紙３） 

 

□既存建築物省エネ化推進事業に関する技術的な評価を行う事業を実施する者の審査結果

について 

 

・公募期間：平成２７年４月２３日～平成２７年５月７日 

・説明書配布者：１者（一般社団法人日本サステナブル建築協会） 

・提案者：１者（一般社団法人日本サステナブル建築協会） 

・評価 

 

補助対象事業者の要件 評価結果 

（１）技術能力に関する要件 

建築物の性能及び性能向上に係る専門的・技術的な評価を行い得る組織を

備えた体制であり、建築物の性能及び性能向上に係る評価に関する実績を

有すること 

○ 

（２）公平性及び中立性に関する要件 

・業として、住宅・建築物を設計し若しくは販売し住宅・建築物の販売を

代理し若しくは媒介し、又は住宅・建築物の建設工事を請け負う者に支配

されていないこと 

・業務によって得た情報により新たな営利を得るものではないこと 

○ 

（３）守秘的に関する要件 

知り得た情報の秘密の保持を厳守すること。成果を活用したコンサルティ

ング業務を行わないこと 

○ 

（４）経理その他の事務に係る的確な管理体制及び処理能力に関する要件 

経理その他の事務について、的確な管理体制及び処理能力を有すること 
○ 

（５）評価を行う事業の運営に関する要件 

・互いの事務所や情報インフラを相互利用するなど評価事務局を共同で設

置すること。また、両者が連携して事業運営を確保・維持できる体制とす

ること 

○ 

 

※補助事業対象者に求められている（１）～（５）の要件については全て満たしており、

事業費についても妥当と判断される。そのため、一般社団法人日本サステナブル建築協

会の企画提案書を特定した。 
 

 


